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千葉の「地域づくり」と
　　地域包括ケアシステムという課題
─新たなコミュニティの再構築、人口減少、過疎化にそなえて
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ある地方都市の単身赴任（約13年間）から千葉
へ帰ってきたが、そう長いともいえない期間なの
に地域社会の大きな変貌にいまさらながら驚いて
いる。例外的ではなくなった孤独死、孤立する高
齢者や高齢者介護での困難、親子であるいは三世
代で住むというかつては「標準的」なものと想定
されていた世帯の割合がだんだん少なくなり、こ
とに三世代居住は10分の１もあるかどうか。かつ
てはそれほど目立たなかった単身者世帯（未婚者
を含む）がふえたこと、殊に普通に会社勤めをし
ているのに、いつまでも結婚していない男性と女
性（青年から壮年まで、離婚がふえたせいもある
のかもしれないが）、そのうちのかなりが親と同
居のケースが多いようだ。見聞するところ、女性
と子どもの貧困や子育ての困難はこの10～20年の
間にはるかに深刻になっているようだ。地域社会
では以前は小学校の保護者仲間としての集いが軸
となって自治会や文化活動があったが、いまや地
域活動が活発なのは殆ど決まって高齢者（前期と
後期にまたがり）の固まりがあるところだ。その
ような活発な高齢者グループの目立たないところ
は「地域コミュニティ」とよべるようなものの
影がうすい。いまや女性の多くは勤務先をもって
いるため、地域活動にそれほど時間を割くことが
できない。世帯人員の小規模化、家族構造・家族
関係の変化、地域コミュニティの変容、それらに
は「個人化」社会という現代の性向がある。この
大きな歴史的変化は、すでに早くから人口急減に
悩まされてきた地方農村の後を追って、あるいは
それ以上の深刻さと早さで千葉の各地域にもおし

よせてきている。いまや、この変貌のなかで、放
置すればもともと強いとはいえなかったコミュニ
ティの「支えあう力」が、脆弱化してきた家族の
力とあいまって、一層みすぼらしいものになって
しまう。これに対して、「社会的つながり」とそ
の社会的力を維持し高めるために、どうすればよ
いのか。補完策あるいは代替機能を構築して、社
会を再設計し、地域社会で安心して暮らしてゆけ
るようにすべきなのか。

「地域包括ケアシステム」
─なぜ市町村自治体、
　地域レベルで担わなければならないか

このごろ時おり耳にする「地域包括ケアのシス
テム」づくりということは、2011年介護保険制度
改正が契機ともなって、全国の自治体で注意が喚
起されるようになってきつつあった。これは、か
つての生活保護や民生委員の仕事のような狭義の
救貧的社会保護でもなく、普通のひとが誰でも人
生で必ず直面する課題（たとえば歳をとってひと
り暮らしとなり、病気がちになったときなど）に
対して、地域の社会制度としてどのように向き合
うのかということである。家族の小規模化、個人
化を含めた社会構造の変化に対して、これまでは
その「社会的つながり」を補完・代替するものと
して、社会保障制度がつくられてきたと考えられ
てきた。日本は戦後長い時間をかけて、安心して
暮らせる「社会保険」として公的年金、医療保険
等に加えて2000年には介護保険が発足・定着した。
それから10年あまりが経過して、いままたその「社
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会保険」原理では包摂しえない、さまざまの課題
が浮上してきたのである（福祉の「普遍主義」化
は介護保険導入でおよそは完結したようにみえた
のにもかかわらず）。これまでも介護と医療の連
携がうまくゆかないことがしばしばあるのは困る
と指摘されてきた。あるいは公的な医療制度と新
設された介護保険制度におさまり切れない、ある
いはそれらの制度の「あいだ（間）・あるいはす
きま（隙間）」にまたがって、かなり大きな空隙
があることが分かってきた。買物にゆきたくても
動けない、ゴミ屋敷になりがち、ひとり暮らしで
認知力の低下がいちじるしい、「孤独死」が例外
的でなくなった、働く意思も能力もまだ残ってい
るのにフル就業や雇用の機会がマッチせずますま
す貧困に追い込まれてゆく。このような身近なさ
まざまな社会課題は、地域コミュニティと家族機
能の大きな社会変容に関わっているのである。か
つてこのような役割は、女性を中心として家族や
地縁・血縁が受皿となりそれほど表面化すること
がなかったわけだ。すなわち、これまでの社会保
障制度は、介護されるものに対して家族を含め主
たる介護者が存在していることが想定されていた。
ところがひとり暮らしとなってしまった老人、職
場の悩みを抱えながら地域でも孤立する青年、健
常者と障がい者の間にあるもの（たとえば移動障
害や部分的障害を持つもの）、さまざまなレベル
の認知症や知的障がいの方をどうささえてゆくの
か。新たな社会諸制度（慣習、市民的ルールを含
むもの）の構築が、いままたどうしても必要らし
い、ということが分かってきたのである。人は一
生「強い個人」であり続けることはできない、「個
人化」した現代社会においても安心して穏やかに
去ってゆけるには、社会の諸制度・慣行・ルール
による支えが必要なのである。

与野党を越え広い立場の知識人によって構成さ
れた社会保障制度改革国民会議の結論（2013年）、
また2014年６月成立の医療介護総合確保推進法

（「地域における医療及び介護の総合的な確保の促
進に関する法律」）では、遅ればせながらこのよ
うな大きな課題の存在を含め対応の視点を打ち出

してきた。そこでは、地域での課題として四つの
視点をふまえるよう求めている。ひとつは、本人
や家族の選択という「当事者の選択と心構え」と
いう基本である、二つには「住まいと住まい方」、
住まいを広く「生活の場」としてとらえて介護も
医療も老人ホームも病院も在宅も、いずれについ
ても地域包括ケアの中のひとつとしてとらえるこ
と、また三つには、さらに広い「生活支援」が必
要となっているということである。これにはそれ
ぞれの地域で生活支援の拠点をつくり、すべてを
保険財政に頼るのではなく、市民共同のさまざま
な制度的工夫（たとえば千葉市社協が支援する市
民互助の「支えあい」組織など）をしていかなけ
ればならないこと、また四つには、「医療、介護、
予防の一体的な提供」が地域社会にもとめられる
こと、介護予防、重度化予防、急性疾患の対応（孤
独死防止策にもなる）、入・退院支援、看取りな
どである。これにはさきの介護保険法改正で「要
介護度３」以上でないと特別養護老人ホームに入
れないことになったという現状、そして介護予防
や「要支援」は原則として市町村にゆだねられる
ようになったことにも関わっている（そこには続
く経済停滞、国と地方の財政危機、「福祉と負担」
に関する国民的合意が未だになく、この社会保障
制度改革国民会議の議論で期待された福祉のため
の増税が難しいこともある）。

したがって、この大変に重い地域の課題は、短
期的な対応（たとえば2015年から2017年度までの
第６期健康福祉事業計画）だけではなく、中長期
にとりくむべきものである。かなり先の2025年の
給付と負担のあり方にも言及するような「地域包
括ケア計画」の策定を市町村にもとめているのだ。

千葉県自治研センター・連合千葉議員団会議
の共同調査報告書

さきに全県規模で実施し、昨年末に公表された
連合千葉議員団会議発行・千葉県自治研センター
編集の報告書「千葉県における「在宅医療・介護」
の充実等に関する共同調査研究報告書」は、おそ
らく千葉でははじめての系統性のある公開調査で
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ある。連合関連の千葉県議・市議と、千葉県自治
研センターが総力をあげて取り組み、これまでと
は質の異なった課題、多くの困難を抱えながら課
題とされる新たなシステムづくりへの対応・構築
への挑戦が続けられている実情がよく示されてい
る。これは、千葉の「共生地域社会づくり」の第
一ステップともいえる現段階での直面する困難、
模索・挑戦がしめされている。

自治労本部も、かなり前から準備期間を含めて
「地域包括ケア」へどう向き合うべきかを検討し
てきた。取組み方針を示しつつ、2016年10月には

「だれもが住み慣れた家、地域で安心して暮らし
続けることができる社会をつくるために」という
誠に意欲的な副題をつけた『「生活」を支援する
地域包括ケアシステムの構築』（自治労自治研中
央推進委員会  自治研作業委員会報告）が公表さ
れている。そして本年には、『月刊自治研』（自治
研中央推進委員会発行）では毎月のように全国自
治体の取組みの報告が連載されている。この取組
みは人々の「生活の場」である市町村を基本単位
とするので、国は方向性・指針を示すだけで、財
源はわずかにとどまる。また、医療分野は主とし
て県レベルの行政に関わるということであるから、
当事者たる市町村での困難・戸惑いには大きなも
のがある。基礎自治体レベルの行政、福祉、介護、
医療関係者には、財源・人員配置の拡充も殆ど示
されないままで、どのように対応すればよいのか、
どうすれば可能なのか、行政職員はむろんのこと、
地方議員団としても考え方の整理をしきれないの
も無理もないことだ。

この千葉の報告書はその意味で全国的にみても
都市部、農村部双方を抱える千葉県内の自治体を
概観しているので、日本社会の標準的な現状と悩
み・課題を中央の動きに先駆けて示した有意義な
ものである。この調査においては、全体会議のほ
かに、三つの部会、すなわち福祉分科会（医療、
看護などの分野毎のヒヤリングに実態把握、横型
の市町村自治体レベルでの取組み、多種間連携の
支援体制を担う船橋在宅医療ネットワークの調査
を含めたもの）、防災分科会、地域活性化分科会

に分かれて、調査・検討、現状と評価、政策課題
が討議され、まとめられたものである。それぞれ
の自治体の特性や取組みの状況が把握できたこと、
まずはそれ自体が最大の成果である。そして、財
源と人材の不足のなかで、地域の福祉力でそれを
代替しうるのか、その条件整備（自治体関連・福
祉関連の職員の再研修はむろん、「給付と負担」
のあり方を含む市民 ・住民の意識改革を含めて）
を進めつつ次第に構築してゆくしかない。報告書
は「地域包括ケアシステムの構築など地域の行政
課題の解決に対しては、今後ますます市町村の力
量アップと県の支援体制の強化がもとめられる。」
そして「地域での多分野、多職種にまたがる横断
的な課題に対応するためのネットワークを構築し
てゆけるキー・パーソンの育成・発掘が大きな鍵
となる」としている。

並行して取組みがはじまっている「生活困窮者
自立支援法」（2015年始動）は、就労と非就労と
部分福祉の組合せを含む支援対策づくり、知的障
がいを含む方々の働く機会、生活の場を、横型の
連携で社会公共サービスを提供するという点で、
この地域包括ケアシステムともむすびつくもので
ある。

地域包括ケアシステム構築と「地域づくり」
の未来
「地域包括ケア」システムの構築というのは、

これから中長期の視点でみれば、それぞれの地域
が「自助・互助・共助・公助」を独自に組み合わ
せながら、「だれもが住み慣れた家、地域で安心
して暮らし続けることができる社会をつくる」（自
治労報告書）という戦略視点が必要だ。そこでは、
個別具体的課題の対応のみならずそれらの包括的
課題としてとらえ対応しなければならないわけだ。
各地域は、それぞれにこれまでにはない発想と取
組み、知恵と経験の結集・積み上げてゆくことが
求められる。これらを総称すれば「共生保障の社
会」ということになるだろう。このことを長期的
視野で長く腰を据えて取組む、構築してゆくとい
うことになる。

自治研ちば  2017年10月（vol.24）28



地域での福祉社会の構築は、行政依存の発想で
はすすまず、ひとりひとりの住民の知恵と行動力、
地域の力の総合力が発揮されてはじめて可能にな
る。「地域」というものが、それぞれに現代的に
創造・形成されてゆく側面がある以上、いずれ人
口減少や空洞化の懸念がある千葉のどの地域にお
いても、住みごこちのよいコミュニティ形成（社
会関係資本の形成）が再構築できるのかどうかは、
その地域の将来の存亡を左右することになること
を直視しなければならない。国、県、自治体、地
域市民社会のレベルで、それぞれがさらに責任を
果たせるよう政治・政策や社会運動の役割はこれ
からますます大きくなるのである。それぞれの欠
陥・不足を指摘しつつ、是正し、補完しあう関係
性を構築する、給付と負担を各レベルで考え、市
民社会で共有する、それが大切となる。

この「地域包括ケア」システムは、近代の行政
官僚制（地方自治体公務員等を含む）での部署毎
の任務（「縦割り」）や個別課題への対応に加えて、
その部署間をつなぐ横型の地域レベルでの連携

（「包括的課題」への取組み）がもとめられる。
まずは行政職員、福祉、医療、介護、教育、保育、

就労支援に関わる方々のこれまでの「常識」がか
なり変わらなければ実現しえないことである。孤
独死、社会的孤立、ひきこもり、長期失業などは、
日々のわずかのケアがあれば自立できるもの、フ
ル就業でなくとも仕事、社会活動に参加しようと
するものを支援し、分かち合う地域社会、安心し
て「ゆりかごから墓場まで」暮らせる地域の構築
は、ひとり行政や公共だけでできるのものではな
い。かといって、「地域の福祉力」に丸投げして
できるものではむろんない。

この近現代がうみだした重い社会課題に対して、
コーディネーター役を担うのは、やはり地方自治
体行政・福祉・医療の関連機関職員であることは
むろんである。その方々の姿勢・態度が地域の市
民社会が新たな「常識」（＝自立しつつ、支えあ
う文化）を育て共有できるのものとする（「意識
改革」）という側面がある。

またこれには、行政・福祉・医療関連の部門の

職員だけでなく、県民・市民の自発的創造的な力
に依拠し、すでに、これまで指摘したようにな社
会的困難にすでに立ち向かい、組織的に対応し
ている市民団体、NPO組織、社会福祉法人など
の「中間団体」を重視し、連携することが大切で
ある。今回の「地域包括システム」の構築が全国
的に動きはじめる前から、このような公共の仕事

（「市民的公共性」）を民間組織が担ってきている
現実がある。たとえば、千葉では「風の村」（社
会福祉法人）などの活動が全国的にも知られてお
り、ここから学ぶことは多いだろう。各地域の自
主的市民社会活動と連携し、それらとの「協働」
の力が「地域づくり」の力となるのだ。

こうして、地域包括ケアシステムの構築という
課題に取り組むなかから、これから挑戦しなけれ
ばならないさまざまの課題が、それぞれの地域の
任務として登場してきている。
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